
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（ 令和 元 年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に要
した経費

交付金充当額 備　考

庄原市 10,183,200 9,000,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

1
地域活性
化措置

庄原市立西城保育所維持運営
事業



Ⅱ．事業評価個表（ 令和 元 年度）
番号 措置名 交付金事業の名称
1 地域活性化措置 庄原市立西城保育所維持運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 庄原市
交付金事業実施場所 庄原市西城町大佐

交付金事業の概要

　庄原市立西城保育所の保育士人件費（８名）４ヶ月分。
　庄原市では、福祉や教育をはじめ、様々な世代・分野が、子どもの健やかな成長と子育て家
庭を支援するため、「庄原市子ども・子育て支援事業計画（みらい子どもプラン）」を策定
し、関係施策を展開しています。特に子どもたちが、健やかに生まれ育つ環境づくりに向け、
通常保育に加え、低年齢児保育のニーズに対応するための人材確保のため、電源立地地域対策
交付金を活用し、保育サービスの充実に努めています。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度
事業期間の設定理由

交付金事業に関係する主要政策・施策
庄原市子ども・子育て支援事業計画（平成27年度～平成31年度）
　基本目標１　豊かな環境でのびのび子育て
　　（３）子育てと仕事の両立支援
　　　　①保育サービスの充実

　子ども・子育て支援法に基づく施策の展開
　　３.量の見込みと確保方策
　　　（２）教育・保育施設の施策の展開
　　　　③育休後の教育・保育施設及び地域型保育事業による円滑な利用の確保
　　　　　（前略）特に、０歳児の子どもの保護者が、保育所等への入所時期を
　　　　　　考慮して育児休業の取得をためらったり、取得中の育児休業を途中
　　　　　　で切り上げたりするといった状況を防ぐ必要があります。

目標：０～５歳の入所希望児の入所率　100％　（令和元年度）
　　　※入所希望児の入所率： 入所児童数 ÷ 入所希望児数 × 100



単位 評価年度 令和元年度

入所希望児
の入所率
100％

％ 100

達成度 ％ 100

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

　本交付金の活用により、充実した配置基準とすることで、入所希望児の入所率は目標の100％
を達成し、保護者の就労支援への効果を得ています。
　また、当施設は児童43人が入所していますが、本交付金を活用することで、児童福祉法最低
基準より２名多い８名の保育士を確保することができ、保育士ひとりあたりの児童数を5.3人
（43人÷８人＝5.3人）とすることができました。これにより、児童福祉法最低基準よりもゆと
りのある保育士配置が叶い、年々増加傾向にある発達要支援児童やアレルギー児童へのきめ細
かい保育が実施できる効果を得ています。
　次年度以降も継続を予定している「第２期　庄原市子ども・子育て支援計画　みらい子ども
プラン」に基づく取組み、及び「計画の達成状況の点検評価」を実施することにより、更なる
サービスの向上を図っていきます。

入所希望児
の入所率：
入所児童数
÷ 入所希望
児童数 ×

100

成果実績 ％ 100

目標値

無



交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成29年度 平成30年度 令和元年度
保育士の雇用量
（雇用人数８名×雇用期間
４ヶ月）

活動実績 人月 36 32 32
活動見込 人月 36 32 32
達成度 % 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の総事業費
等

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

総事業費 10,270,000 10,468,000 10,183,200
交付金充当額 9,000,000 9,000,000 9,000,000

うち文部科学省分 0 0 0
うち経済産業省分 9,000,000 9,000,000 9,000,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士人件費 雇用 保育士８名 10,183,200
交付金事業の担当課室 総務部行政管理課行政管理係
交付金事業の評価課室 総務部行政管理課行政管理係


